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研究者として成長できる 教育 ・ 労働条件を実現しよう

（１）　第２０５号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　週刊あのつ　　　　　　　　　　　　　２０１８年　１月３０日（火）

総
会
・
組
合
執
行
部
改
選
の
日
程
を
確
認

第
10
回
執
行
委
員
会

で
の
議
論
か
ら

　
先
週
15
日
、
第
10
回
執
行
委
員
会
を
開
催
し
ま
し
た
。

　
主
に
議
論
と
な
っ
た
の
は
、
学
部
長
と
の
団
体
交
渉
の
日
程
、

お
よ
び
２
月
に
か
け
て
の
次
期
役
員
の
改
選
・
定
期
総
会
等
の
日

程
で
す
。
学
部
長
殿
団
体
交
渉
は
、
現
在
調
整
中
で
す
。

①
定
期
総
会
　
２
月
28
日
で
調
整

②
支
部
役
員
選
挙
　
２
月
14
日
の
教
授
会
を
軸
に
投
票
日
程

③
総
会
議
案
の
作
成
　
２
月
上
旬
の
執
行
委
員
会
で
総
括
案
と

方
針
案
を
作
成
し
、
そ
の
後
組
合
員
の
見
提
出
手
続
へ

④
２
月
15
日
く
ら
い
に
会
計
監
査

⑤
２
月
上
旬
に
定
期
総
会
の
開
催
告
知

　
そ
の
他
の
議
論
は
以
下
の
と
お
り
。

　
ス
ロ
ー
ガ
ン
と
し
て
「
研
究
者
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
」
と
い
う

の
は
重
要
。
今
後
の
キ
ー
ワ
ー
ド
に
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

　
な
お
、
執
行
委
員
会
当
日
夜
、
井
上
学
生
支
援
委
員
長
か
ら
、

学
生
ア
ル
バ
イ
ト
紹
介
の
開
始
時
期
の
変
更
に
つ
い
て
の
学
部
の

意
見
を
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
メ
ー
ル
が
あ
っ
た
。
大

き
な
成
果
で
あ
る
と
評
価
で
き
る
。
新
入
生
が
ブ
ラ
ッ
ク
バ
イ
ト

の
犠
牲
と
な
ら
な
い
よ
う
に
、
確
実
に
実
施
さ
せ
る
決
意
で
あ
る
。

団体交渉速報

経営責任者
としての 展望示せず

「
実
施
時
期
の
延
期
」「
と
く
に
不
利
益
を
受
け
る
人
へ
の
配
慮
」

25
日
の
役
員
会
で
再
検
討

　
平
均
85
万
円
を
こ
え
る
退
職

手
当
引
き
下
げ
に
反
対
す
る
団

体
交
渉
が
、
24
日
に
開
催
さ
れ

ま
し
た
。
当
局
・
尾
藤
事
務
局

長
の
説
明
が
「
国
の
要
請
や
本

学
の
財
政
状
況
、
将
来
的
な
こ

と
も
含
め
て
、
将
来
的
に
は
厳

し
い
」
と
い
う
の
に
終
始
し
た

の
に
対
し
て
、
組
合
側
は
「
職

員
が
や
る
気
を
持
っ
て
維
持
で

き
る
環
境
を
つ
く
る
の
は
経
営

担
当
者
の
責
任
。
そ
の
人
が
上

か
ら
い
わ
れ
た
か
ら
、
今
回
カ

ネ
が
な
い
か
ら
し
か
た
な
い
か

ら
そ
う
す
る
。
外
部
か
ら
く
る

の
は
否
定
で
き
な
い
が
、
そ
の

対
策
や
工
夫
を
す
る
の
が
経
営

戦
略
」
と
反
論
。

　
こ
れ
に
対
し
て
尾
藤
局
長

は
、「
運
営
費
交
付
金
の
減
少

に
対
し
、
い
か
に
外
部
資
金
を

獲
得
し
て
い
け
る
か
、
あ
る
い

は
共
同
研
究
を
増
や
す
。
ま
た
、

概
算
要
求
で
も
、
現
段
階
で
は

普
通
よ
り
も
評
価
が
高
い
。
そ

う
い
う
小
さ
な
と
こ
ろ
か
ら
地

道
に
」「
来
年
度
か
ら
の
地
域
創

生
戦
略
企
画
室
を
設
置
し
、
そ

う
い
う
と
こ
ろ
で
大
き
な
予
算

を
獲
得
し
、
大
き
な
外
か
ら
の

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
と
っ
て
く
る
体

制
も
整
備
す
る
。
外
と
の
接
点

を
で
き
る
だ
け
多
く
す
る
。
部

局
・
研
究
科
の
横
断
的
な
体
制

を
組
め
る
よ
う
な
し
く
み
を
」

と
の
答
弁
に
終
始
し
ま
し
た
。

　
さ
ら
に
組
合
側
の
「
ロ
ー
ン

を
組
ん
だ
り
し
て
退
職
金
を
人

生
計
画
に
組
み
込
ん
で
い
る
人

も
い
る
。
全
員
で
な
く
て
も
そ

こ
は
何
ら
か
の
か
た
ち
で
、
何

ら
か
の
救
済
措
置
を
」
と
の
要

求
に
対
し
、
検
討
し
て
回
答
す

る
こ
と
を
約
束
し
ま
し
た
。

組合：「金銭的に難しいなかでどういうふうにして人材を確保しようとしているのか？」

尾藤事務局長
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非正規教職員の無期転換権を適正に保障させよう

＊退職手当引き下げを含む就業規則改正に対する過半数代表者の意見書を、上下に分けて掲載します。

意　見　書（上）

2018 年 1 月 22 日

国立大学法人三重大学長

駒田　美弘　　殿

　2017 年 12 月 21 日の日付をもって意見を求められました、「人事労務に関する規程の改正（案）」につきまして、

下記のとおり意見を提出します。

記

　以下の規程の改正（案）について，各職域代表を通じて意見を聴取した結果，人文学部（教員）職域から意見があ

りました。その他の職域からはとくに意見はありませんでした。

（略）

　今回の提案は，人事院勧告に基づく国家公務員の給与制度の改定に準拠する形での給与改定，ならびに国家公務員

の退職手当の調整率の改定（支給水準の引き下げ）に準拠する形での退職手当の引き下げを中心とするものである。

　提案は，国家公務員にかかわる改定を機械的・形式的に三重大学（国立大学法人）に当てはめたものであり，職員

の給与・退職手当のあり方についての大学執行部としての十分な検討を踏まえて為されたものとは見受けられない。

とりわけ退職手当の引き下げは，職員の長期的な人生・生活設計に甚大な影響を及ぼすものであり，この点に関して

は強く反対したい。

国立大学法人三重大学上浜地区事業場

過半数代表　　　秋元ひろと　　○

( 選出の方法：選挙により選出された代議員による互選 )

人文学部（教員）職域からの意見

　今回の意見聴取は、２０１７年度人事院勧告およびそれを反映した一般職の職員の給与に関する法律および国家公

務員退職手当法の一部改正を機械的に受けた、国立大学法人三重大学職員給与規程のうちの本給月額の増額改定、お

よび、調整率を現行の１００分の８７から１００分の８３．７に引き下げる国立大学法人三重大学職員退職手当規程

の改正を主な対象としている。

　このうちとりわけ問題は、職員退職手当の引き下げである。

　それは、第１に平均８５万円を超える大幅な賃下げであること、第２にその賃下げの理由として、単純に国家公務

員退職手当法一部改正という、労働条件の不利益変更としては決して正当とも思われないものであること、そして第

３に、今回退職手当引き下げによる賃金不利益変更の程度を考えるに際して、今回の不利益変更は単体として考えら

れるべきではなく、２０１２年の震災臨時減額、２０１３年の調整率１０４から８７への退職手当引下げ、５５歳昇

給停止、および満６３歳に達した大学教員に対する本給月額の７３％への削減、ならびに２０１４年の国家公務員の

「給与制度の総合的見直し」をそのまま受けた給与改悪という、一連の賃下げに上乗せした賃下げという、一連の不

利益変更のなかに位置づけた場合に、その生涯賃金における被害総額が、教員で２０００万円、職員で９００万円に

のぼるという巨額の不利益変更である、という特徴を有する。

　この巨額の賃下げのもとで、「退職金でマンションのローンの残りを片付けるつもりであったのが、退職金が減っ

たことでローン支払後手元に残る老後資金がなくなり、厳しい状況である」との意見も、寄せられている。

　そもそも賃金とは、①労働者個人の、翌日の労働力の再生産に必要な必需品の購入費用、②次世代の労働者を自分

と同等以上に再生産するための、家族として必要な生活諸手段に必要な費用、③労働者が職業人としてスキルアップ

しうる費用という意味をもつ。このことは、当過半数代表および職域代表の一致した見解である。今回のような大幅

な賃下げは、教職員個々人が長年にわたって築いてきたその生涯の生活設計に大幅な変更を強制するものである。こ

のような教職員個々人の老後に新たな不安を発生させるような賃金不利益変更は、その生活権を大幅に制限するもの

である。そしてそれは、三重大学教職員の現在および将来にわたる「維持可能な労働条件（decent work）」を破壊す

るものであり、大きな人権侵害である。このような労働条件不利益変更を、過半数代表者および職域代表者は、絶対

に受け入れ得ることはできない。ただちに撤回されることを求める。（次号に続く）


